Ⅵ　生活場面「人間（ひと）としての尊厳を持って生きる」
１．現況と10年後のめざすべき姿

	【めざすべき姿】
社会のだれもが障がい者への合理的配慮を実践し、障がい者が社会の構成員として尊厳を持って生きていることを実感している
【現状の評価と課題】（Ｐ. １３５～Ｐ. １３９参照）
障害者基本法が改正され、障がい者は権利の主体であることや、社会の側が「必要かつ合理的な配慮」を考えていかなければならないことが明確化されています。平成24年10月には障がい者の権利・利益の擁護を目的として、障害者虐待防止法が施行され、虐待が障がい者の尊厳を害するものであると明記されました。また、障がいを理由とする差別の解消を推進して共生社会の実現をめざすことを目的とする障害者差別解消法が平成25年６月に成立しています。今後、障がいのある人と障がいのない人がともに生活する中で、障がい者の尊厳が損なわれることのない社会を築いていく必要があります。
しかしながら、今なお、障がい者に対する差別や虐待は後を絶たない状況にあると言わざるを得ません。障がい者の尊厳の保持を図るため、「必要かつ合理的な配慮」に関する議論を深めつつ、差別や虐待のない社会づくりをめざします。
　また、手話言語法（仮称）にかかる意見書の採択など全国的な動きがある中で、障害者基本法の趣旨・内容の普及を図るため、手話や点字など社会参加に必要な障がい者のコミュニケーション手段が確保される社会をめざしていく必要があります。ＩCＴ機器などの技術革新や人材養成等により、障がいのある人がその障がい特性に応じたコミュニケーション手段を活用でき、府民がその必要性を理解している社会をめざしていきます。



２．個別分野ごとの施策の方向性
（１）障がい者や障がいへの正しい理解を深める
①障がい者や障がいについての広報・啓発
○　府民の障がい者及び障がいに対する正しい理解と認識を深める取組みを行います。特に、発達障がい、高次脳機能障がいなどについて、その特性や必要な配慮等に関し、府民の理解と協力が得られるよう広報・啓発を推進します。

②障がい者理解を深める教育の推進
○　障がい者や障がいに対する正しい理解と認識を深めるため、子どもの発達段階に応じた教育や社会教育指導者に対する研修を一層推進します。
（２）障がい者が尊厳を保持する
　　①障がい者差別の禁止
○　障害者基本法や障害者差別解消法に定める「必要かつ合理的な配慮」について、その考え方の普及や実践の促進を図ります。
○　障害者差別解消法の制定を踏まえ、広く府民に「何が差別に当たるのか」をわかりやすく示し、差別の解消を推進します。

また、障がいを理由とする差別に関する相談、紛争の防止・解決の体制整備を進めます。

○　学校園内での人権侵害事象を発生させない意識づくり、人権侵害があったときに発見できる体制づくりを進めるとともに、相談しやすい環境づくりを行います。
　　②障がい者虐待等の防止
○　「障害者虐待防止法」における障がい者虐待（養護者による虐待、障がい者福祉施設従事者等による虐待、使用者による虐待）の防止と、障がい者の権利擁護に取り組みます。法に基づき大阪府に設置される障がい者権利擁護センターがその機能を発揮できるよう体制等の整備を図るとともに、市町村の対応力向上や障がい者福祉施設従事者等による虐待防止に向けた研修などの支援を行います。
○　児童福祉法に基づく被措置児童等虐待の防止と、障がい児入所施設における権利擁護に取り組みます。
　　③権利擁護の充実
○　自己の判断のみでは意思決定に支障のある障がい者が、地域での生活を円滑に安心して送れるように、成年後見制度の利用を促進するための市町村での取組みへの支援や、制度の市町村等への啓発活動に努めるとともに、権利擁護相談及び日常生活自立支援事業の充実を図ります。

○　障がい者が刑事事件や民事事件等の当事者等になった場合に、その手続きを円滑に行うことができるようにするため、当該障がい者に対する情報の提供や関係職員の意識啓発等を行います。
　　また、刑務所などの矯正施設を退所した障がい者に対して、地域生活への円滑な移行が行われるよう支援します。
○　消費者である障がい者の利益が擁護・増進されるよう適切な情報提供などを行います。
（３）安全・安心を確保する
　　①防災の推進

○　すべての市町村において、障がい者の状況をふまえた避難行動要支援者支援プランの策定がなされるよう、助言等の支援を行います。
○　大規模な災害発生時に、障がい者が円滑に避難でき、適切なＱＯＬが確保された避難生活が送れるように支援します。とりわけ、知的障がい者や精神障がい者が落ち着ける環境を工夫するなど、さまざまな障がい特性への対応方法や配慮事項を浸透させます。
○　指定避難所においてはバリアフリー化や障がい者用トイレの整備、非常用電源の確保等、市町村に対して助言等の支援を行います。
また、避難所において、点字や音声などによる情報提供や、手話通訳者等を派遣する体制が図られるよう、市町村に対して助言等の支援を行います。
○　障がい者等にとって二次的な避難施設となる福祉避難所を、すべての市町村において指定がなされるよう、市町村に対する助言や事業者への協力要請などの支援を行います。
○　社会福祉施設において、施設が被災した場合でも利用者の処遇を確保できるよう、施設に働きかけます。

○　災害発生時に行政や福祉関係施設・関係団体が連携して障がい者等の福祉ニーズに対応できるよう、体制を構築します。

	【数値目標（平成29年度）】
・福祉避難所設置市町村数：４３（すべての市町村）

《参考》平成26年度（9月末現在）福祉避難所設置市町村数：２３

※福祉避難所の指定については、平成25年6月の災害対策基本法改正に伴い、市町村において再指定の手続中


　　②防犯の推進
○　障がい者が安全かつ安心して地域社会で過ごせるよう、地域防犯力のさらなる向上に取り組むとともに、犯罪発生情報をわかりやすく提供するなど、障がい者の犯罪被害を防止する取組みを行います。

（４）十分な情報・コミュニケーションを確保する
○　視覚障がい者や聴覚障がい者が、可能な限りあらゆる場所で自己の意思を表明し伝達できるようにするとともに、情報を入手できる手段が確保されるようにします。視覚障がい者や聴覚障がい者の情報・コミュニケーション支援の地域拠点としての役割を担う視聴覚障害者情報提供施設を積極的に活用します。
○　情報通信機器の整備、点訳者や音訳者、手話通訳者や要約筆記者等の養成に一層取り組みます。
　　また、手話のできる人材の裾野拡大に取り組みます。
	【数値目標（平成27～29年度）】
・点訳奉仕員の養成：６０人（大阪府養成者数）
・朗読奉仕員の養成：６０人（大阪府養成者数）

《参考》平成15年度～25年度までの点訳奉仕員の累積養成者数：１５３人

〃　　　　　　 朗読奉仕員の累積養成者数：１８８人


	【数値目標（平成29年度）】
・手話通訳者の養成：５８０人（大阪府登録者数）
《参考》平成25年度手話通訳者の登録者数：３７９人
・要約筆記者の養成：３５０人（大阪府登録者数）
《参考》平成25年度要約筆記者の登録者数：１３２人

	


○　盲ろう者の自立と社会参加を促進するため、コミュニケーション支援と移動支援を担う技量の高い盲ろう者通訳・介助者を養成するとともに、利用者の利便性の向上に資するよう通訳・介助者の派遣の充実に努めます。
	【数値目標（平成29年度）】
・盲ろう者通訳・介助者の養成：６００人（大阪府登録者数）

《参考》平成25年度盲ろう者通訳・介助者の登録者数：３６９人


○　障がいのある人と障がいのない人との間の情報格差を解消するため、市町村でのＩＴ講習会などの開催を支援します。


３．具体的な取組みと目標
	具体的な取組み
	目標

	（１）障がい者や障がいへの正しい理解を深める　①障がい者や障がいについての広報・啓発

	○障がい者週間を中心とした啓発事業の実施（障がい福祉企画課）

障がいに関する府民の理解と認識を深めるため、障がい者週間（毎年１２月３日～９日）を中心として、市町村・障がい者団体・企業等と協働し、啓発事業を実施します。

・「大阪ふれあいキャンペーン」　小学生を対象とした啓発物「大阪ふれあいおりがみ」「大阪ふれあいすごろく」の作成・配布

・「心の輪を広げる障がい者理解促進事業」　作文・ポスターの募集及び表彰

・「共に生きる障がい者展」等の啓発イベント

　これらの取組みも活用しながら、府民が合理的配慮の実践について理解を深めるように努めます。


	目標値

・障がい理解を深めるための啓発物である「大阪ふれあいおりがみ」を大阪府内すべての小学校３年生に配布

・啓発イベントや府政だより等により、年間を通じて幅広く府民への啓発を実施


	○人権教育・啓発活動の推進（人権企画課）

　府民一人ひとりが人権の意義や価値について理解を深められるよう、様々な人権問題を分りやすく掲載した人権情報ガイド「ゆまにてなにわ」の発行や「人権局ホームページ」の充実など、積極的な人権教育・啓発を推進します。
　障がい者の人権をはじめ、様々な人権問題について気付きを促すため、参加体験型の手法を取り入れた研修を、府民及び府・市町村・関係団体の職員を対象に実施し、人権意識の高揚を図ります。

	

	○発達障がいに対する理解促進（地域生活支援課）

「世界自閉症啓発デー（毎年４月２日）」及び「発達障がい啓発週間（毎年４月２日～８日）」の取組みとして、ブルーライトアップ等の啓発事業の開催、ポスター・リーフレットの市町村や関係機関への配布、掲示する等普及啓発の推進に努めます。

	

	○高次脳機能障がいに対する理解の普及啓発（地域生活支援課）

高次脳機能障がい者の就労や就学などの社会復帰も視野に見据え、身近な地域での社会資源の整備を行うため、労働分野や教育分野とも連携し、企業や学校関係者等に対し、高次脳機能障がいの理解を深めるため研修会等を実施し、企業や学校関係者等がネットワークに参画するよう働きかけを強化します。

	目標値（平成２９年度）
・労働、教育分野関係者への普及啓発研修　　２回/年

・高次脳機能障がい地域支援ネットワークの構築　　８圏域（すべての2次医療圏）


	○大阪府職員に対する研修（人事課）
障がい者や障がいに対する理解の促進と人権尊重意識の高揚を図るため、講義形式だけでなく、参加体験型学習等により効果的に研修を進め、豊かな人権感覚を持ってさまざまな課題を理解し、その解決に取り組むことができる職員の養成をめざします。

	目標値（平成２８年度）
・新規採用職員等を対象に全職種で採用時に福祉介助等の実習を実施

・新任課長補佐級職員を対象に全職種で人権問題に関する研修を実施


	○大阪府警職員に対する研修（府警本部教養課）

大阪府警各所属の教養事務担当者に対して、障がい者及び障がいに対する認識を深めるための研修を実施し、全所属における障がい者への理解と人権尊重意識の高揚を図ります。

	　

	（１）障がい者や障がいへの正しい理解を深める　②障がい者理解を深める教育の推進

	○障がい理解教育の推進(高等学校課、小中学校課）

人権教育基本方針・人権教育推進プランに基づき、人権尊重の観点にたち、障がい児(者)や障がいに対する正しい理解と認識を深めるための教育を推進します。

すべての児童生徒が、障がいや障がい児（者）に対する正しい理解と認識を深めるとともに、実践する力を育成します。
　「総合的な学習の時間」や教科学習等それぞれの教育課程において、障がい者との交流や体験学習を推進します。
　ボランティア活動などの体験学習を充実します。

	目標値（平成２９年度）
・全小・中学校で障がい理解教育の実施
小・中学校については、教育課程実施状況調査や市町村教育委員会へのヒアリングを通じて状況等

を把握

・小・中・高等学校で合同の研修会の実施（年１回）


	○教員研修の充実（高等学校課）

大阪府教育センターでは、子どもの発達段階に応じて、障がい児（者）や障がいに対する正しい理解と認識をより一層深め、教育内容や指導方法の実践力を向上させるとともに、支援教育を推進するための研修を実施しています。高等学校においても課題である発達障がいに関する研修への参加を促し、実践的な対応力の向上に努めます。

	目標値（平成２９年度）
「高等学校における支援教育コーディネーター研修」受講者がいる府立高校の割合

１００％



○社会教育指導者研修の充実（地域教育振興課）


市町村等において、障がい者や障がいに対する正しい理解を推進する事業の企画立案をする人材や、地域活動の核となる人材の資質向上を図るため、さまざまな教材を活用した参加体験型プログラム等による研修の充実に努めます。


	・参加体験型の学習に対応した教材を活用できるファシリテート（参加者の気づきを促し、学びを深める）スキルの向上

	

	（２）障がい者が尊厳を保持する　①障がい者差別の禁止

	○障がい者週間を中心とした啓発事業の実施（障がい福祉企画課）［再掲］
	

	○障がいを理由とする差別の解消に向けた取組み（障がい福祉企画課）

障害者差別解消法の制定を踏まえ、何が差別に当たるのかをわかりやすく示す共通の物差しとなるガイドラインを策定して、その周知・啓発を図り、障がいを理由とする差別の解消を推進します。
また、障害者差別解消法の施行（平成28年4月）に向け、障がいを理由とする差別に関する相談、紛争の防止・解決の体制整備を進めます。

	

	○人権が尊重される学校体制の整備・充実と教育の推進（小中学校課）

学校内外の相談体制を確立し、人権侵害事案が起こったときの対処システムの充実に努めます。
各学校におけるセクシュアル・ハラスメント相談窓口を引き続き設置するとともに、周知に努めます。

障がいのある児童生徒の対応も含めた体罰防止マニュアル（平成１９年改訂）等を活用した研修をすべての公立小中学校で実施します。

	目標値

すべての公立小・中学校で体罰防止マニュアル等を活用した研修を実施

	（２）障がい者が尊厳を保持する　②障がい者虐待等の防止

	○障がい者虐待の防止に向けた取組み（地域生活支援課、生活基盤推進課、自立支援課）

障害者虐待防止法に基づき、市町村に障がい者虐待防止センターを設置し、虐待通報・相談の窓口として、その機能が十分に発揮されるよう、障がい者虐待の防止及びその早期発見のための関係機関との連絡調整、専門的に従事する職員の確保など障がい者虐待防止のための対応力の向上、体制整備を図ります。
　大阪府においては、障がい者権利擁護センターを設置し、関係機関や市町村職員に対する研修の実施や虐待事案の要因分析、事例検討、広域的、専門的な見地から市町村への助言等の支援に努めます。

　
	目標値

すべての市町村の職員を対象とした研修の実施

２回／年

	○被措置児童等虐待防止と権利擁護に向けた取組み（地域生活支援課）

　障がい児入所施設における権利擁護の取組みについて周知徹底するとともに、被措置児童等虐待事案について、施設指導等を通して再発防止に努めます。


	

	○地域における児童虐待防止ネットワークの推進（家庭支援課）

児童虐待の予防、早期発見、早期対応につなげていくためには、身近な地域の福祉・保健・医療・教育など子どもに関する機関が連携した取組みが重要なことから、市町村ごとに設置する要保護児童対策地域協議会の充実強化に努めます。

	

	（２）障がい者が尊厳を保持する　③権利擁護の充実

	○権利擁護施策の充実（地域福祉課）

自己の判断のみでは意思決定に支障のある障がい者の権利の擁護や福祉サービスなどの利用援助、日常的な金銭管理などを支援するため、日常生活自立支援事業等を行う大阪後見支援センターの運営を支援します。
　また、成年後見制度の適切な利用が図られるよう、市町村等への啓発活動に努めます。

さらに、成年後見制度における市町村長申立てが活用されるように、手引きの配布や研修の実施、地域包括支援センターや市町村社会福祉協議会等との連携を強化して、市町村長申立てを必要とする人の把握を市町村に働きかけます。加えて、急速な高齢化が進む中、家族や専門職による後見だけで対応していくことは困難であることから、身近な住民によるボランティア精神に立脚した「市民後見人」の養成及びその活動を支える仕組みづくりに取り組む市町村を支援します。

	

	○福祉サービスに関する苦情解決制度の推進(地域福祉課）
　福祉サービスの利用者が、サービス提供事業者に対する苦情等について、話し合い等で解決できない場合に、学識経験者や専門家等で構成する運営適正化委員会（社会福祉法に基づき、大阪府社会福祉協議会に設置）が相談、助言、事情調査又はあっせん等を行います。
　大阪府ではこの取組みの周知と事業の実施を支援します。

	　

	○福祉サービス第三者評価事業の推進（地域福祉課）
　福祉サービスを提供する事業者のサービスの質について、公正・中立な第三者機関が専門的・客観的な立場から評価を行い、その結果を公表することにより、福祉サービスの質の向上と利用者の選択に資することを目的とする福祉サービス第三者評価事業を推進します。

	

	○地域生活定着支援センターの運営（地域福祉課）

地域生活定着支援センターにおいて、高齢であり、又は障がいのある矯正施設退所者に対して、保護観察所、刑務所等矯正施設、福祉行政機関やその他関係機関と連携し、福祉サービスの利用等を支援します。

	　

	○大阪府障がい者自立支援協議会における権利擁護の推進(地域生活支援課）

大阪府障がい者自立支援協議会に障がい者虐待防止推進部会を設置し、関係機関や市町村と連携協力体制の強化を図り、虐待防止支援をはじめとする権利擁護に関する課題等について協議・検討し、大阪府内における権利擁護のための取組みを推進します。

	　

	○障がい者１１０番事業の実施（自立支援課）

障がい者の権利擁護を図り、自立と社会参加を促進するため、障がい者からのさまざまな相談に対し、専門機関との連携を保ちながら、障がい者が主体的に問題の解決を図ることができるよう、適切な情報の提供や助言等を行います。

常設の相談窓口の設置だけでなく、ＦＡＸや留守番電話、電子メールによる受付けも行い、また、事業の一層の広報にも努めるなど、利用の促進を図ります。

	　

	○大阪府障がい者社会参加促進センター等の運営（自立支援課）
障がい者の自立と社会参加を推進する拠点として「大阪府障がい者社会参加促進センター」、「大阪府盲人福祉センター」及び「大阪府谷町福祉センター」を活用し、各種の人材育成のほか、障がい者の交流や学習機会の充実に努めます。


	　

	○消費生活情報の提供の充実（消費生活センター）

悪質商法による被害の未然防止等に向けて、大阪府・大阪市生活情報誌「くらしすと」掲載記事の点字版発行、メールマガジン『大阪府消費生活センター便り』の配信等により、最近の消費生活相談の内容、悪質商法とその対策等の情報提供を行い、障がい者の消費生活を支援します。


	　
　

	（３）安全・安心を確保する　①防災の推進

	○災害時における避難行動要支援者に対する支援体制の整備・促進（危機管理室）
　　全ての市町村において、地域の高齢者、障がい者等、「避難行動要支援者」に対する情報伝達体制や避難支援・安否確認体制の整備が図られるよう、その推進方策をともに検討し、「避難行動要支援者支援プラン」の策定及び避難行動要支援者名簿の作成が完了するよう働きかけます。


	目標値（平成２９年度末）

○支援プラン策定
→すべての市町村が策定

・要支援者名簿の作成

→すべての市町村が作成


	○市町村における避難所運営マニュアル策定の促進（危機管理室）
　避難者の適切なQOLの確保に向け、府が策定した「避難所運営マニュアル作成指針」を踏まえ、地域の実情に即して作成された「避難所運営マニュアル」に基づく避難所開設訓練とその検証を促進します。

	目標値（平成２９年度末）

・すべての市町村が、平成２６年度末までに避難所運営マニュアルを策定したうえで、当該マニュアルに基づく避難所開設訓練の実施と検証の促進


	○市町村における福祉避難所（二次的な避難施設）の指定の促進（危機管理室、障がい福祉企画課、生活基盤推進課）
　避難所等では自立的生活や適切な処遇が確保できない要配慮者の避難生活を支援するため、全市町村での福祉避難所の指定を働きかけます。

また、民間福祉関係者等の協力も得て、福祉避難所に必要となる、要配慮者の利用に配慮した設備等や介助職員等の確保を働きかけます。

併せて、福祉避難所の補完的体制として、民間社会福祉事業者等の協力も得て、社会福祉施設等における緊急一時的な受入体制の整備を働きかけます。

	目標値（平成２９年度末）

・福祉避難所指定

→すべての市町村が指定

	○緊急放送等における配慮の要請（危機管理室、障がい福祉企画課）
　テレビ・ラジオの放送局ごとで異なる緊急時のチャイム音の統一や、事件・事故速報と災害情報を知らせるチャイム音の区別など、障がい者への配慮がなされるよう、各放送局に対する要請に努めます。

	

	○社会福祉施設における災害・避難対策の促進（応援協定の締結等）（福祉総務課）

「災害時における応援協定等の締結に向けたガイドライン」を作成し、社会福祉施設における応援協定の締結を働きかる等、災害・避難対策を促進します。


	目標値（平成２９年度末）

津波浸水想定区域内の施設において
ガイドラインを策定

	○災害時における福祉職専門等の確保体制の充実・強化（福祉総務課）

府内の福祉関係施設や事業所団体、職能団体、事業者団体が参画する「大阪府災害福祉広域支援ネットワーク」を構築し、福祉避難所（二次的避難所）の運営支援、被災市町村への福祉専門職の人員派遣や物資等の供給、被災者支援の受け入れ調整を行うための体制を整備します。


	目標値（平成２９年度末）

ネットワークにおいて福祉避難所の運営支援、福祉専門職の派遣や物資等供給、被災者支援の受け入れ調整を行う体制を整備



	（３）安全・安心を確保する　②防犯の推進

	○犯罪弱者に配慮した安全なまちづくりの推進（治安対策課）

犯罪による被害を防止するとともに犯罪を発生させない環境づくりをめざして取り組む大阪府の安全なまちづくり推進事業等において、犯罪弱者に配慮した安全なまちづくりの意識啓発等を推進します。

障がい者が安全かつ安心して地域社会で過ごせるよう、地域・学校・警察・行政等が連携して地域の防犯力を高めるための活動を行う「地域安全センター」の設置促進を大阪府内小学校区で図るなど、地域防犯力のさらなる向上に取り組みます。

	

	○大阪府警察ホームページのユニバーサルデザイン化（府警本部広報課）

犯罪発生情報等を分かりやすく提供するため、 大阪府警察ホームページの更新・新規作成時において、ユニバーサルデザイン化を推進し、障がい者が犯罪発生情報等を得やすいホームページづくりに努めます。

	

	○緊急時における１１０番通報手段の広報（府警本部広報課、府警本部通信指令室）

聴覚や言語に障がいのある方が事件や事故に遭遇した場合に、警察への緊急通報手段として整備している「ファックス１１０番」及び「メール１１０番」について広く周知するために、「１１０番の日」等のキャンペーンや大阪府警察ホームページ、携帯電話対応ホームページ等の各種広報媒体を通じた積極的な広報活動を実施します。

	　

	（４）十分な情報・コミュニケーションを確保する

	○支給決定に係るコミュニケーション支援（障がい福祉企画課）

コミュニケーションに支援が必要な人に対し、障がい福祉サービス等に係る支給決定の際に市町村が行う勘案事項の聞き取り等が円滑に行えるようにするため、手話通訳者等のコミュニケーション支援が行える者の確保に努めるよう、市町村に対し助言等の支援を行います。　

	

	○府政情報の提供の充実（障がい福祉企画課、府政情報室）
府政に関する情報を、障がい特性に配慮して府民に提供します。必要に応じて府政情報の点字化、音声化等を行うほか、使いやすいホームページづくりに努めます。

	

	○大阪府警察ホームページのユニバーサルデザイン化（府警本部広報課）[再掲]

犯罪発生情報等を分かりやすく提供するため、 大阪府警察ホームページの更新・新規作成時において、ユニバーサルデザイン化を推進し、障がい者が犯罪発生情報等を得やすいホームページづくりに努めます。

	　

	○視覚障がい者に対する情報提供の充実（自立支援課）

現在設置されている視覚障害者情報提供施設等を活用し、視覚障がい者に対して、日常生活に必要な情報を点字、録音図書等により提供することにより、知識、教養の向上を図ります。

また、視覚障がい者への情報提供活動の充実を図るため、地域において基礎的な点訳・朗読の技術を習得した人を対象に、より高度な技術を有する人材の養成に努めます。　

事業の実施について市町村と十分に連携を図り、効果的な広報に努めます。
　・点字図書館運営事業
　・点字広報等発行事業
　・点字による即時情報ネットワーク事業
　・点訳奉仕員養成事業
　・朗読奉仕員養成事業

	目標値（平成２７～２９年度）

大阪府養成点訳奉仕員６０人

大阪府養成朗読奉仕員６０人


	○聴覚障がい者に対する情報提供の充実（自立支援課）

現在設置されている聴覚障害者情報提供施設を活用し、聴覚障がい者に対して、情報支援の充実を図るため、字幕を挿入したビデオカセット等の制作・貸出しを行うとともに、手話通訳によるコミュニケーションの支援を行うため各種事業や相談・訓練事業を実施し、社会生活及び知識、教養の向上を図ります。
また、聴覚に障がいがあり、意思疎通を図ることに支障がある人に、手話通訳によるコミュニケーションの支援を行うため、市町村事業である手話通訳者派遣事業の担い手となる質の高い人材の養成に努めます。
・字幕入りビデオカセットライブラリー制作・貸出事業
・手話通訳者養成研修事業（手話通訳者の養成と登録）
・手話通訳者活動促進事業（専任通訳者の派遣）
・ろうあ者生活指導事業　
・ろうあ者生活行動訓練事業


	目標値（平成２９年度）

大阪府登録手話通訳者　　５８０人

	○難聴・中途失聴者に対する情報提供の充実（自立支援課）
　聴覚に障がいがあり、意思疎通を図ることに支障がある人に対し、要約筆記によるコミュニケーションの支援を行うため要約筆記者の養成を行います。

また、養成した人材の派遣を行うことにより、各市町村に対し要約筆記者の派遣事業の実施を働きかけます。

なお、専門性が高くかつ継続的な通訳ニーズに対応するとともに、事業未実施の市町村域をカバーするため、大阪府としての派遣事業も引き続き実施します。
　・要約筆記者養成事業
　・要約筆記者派遣事業

	目標値（平成２９年度）

大阪府登録要約筆記者　　３５０人

	○盲ろう者のコミュニケーション及び移動の支援（自立支援課）
　視覚と聴覚に重複して障がいのある盲ろう者の自立と社会参加を促進するため、公的機関や医療機関での用務や買物など日常生活上必要な場合等に、盲ろう者のコミュニケーション及び移動を支援する通訳・介助者を派遣する事業を実施し、盲ろう者の特性やニーズをふまえて利便性向上に資するよう努めます。

また、盲ろう者が必要とする通訳・介助の専門的な知識と技術を有する通訳・介助者を養成するため、盲ろう者福祉に熱意がある者を対象として養成研修を行うとともに、通訳・介助者の資質と技術を向上するため、現任研修を行います。
　・盲ろう者通訳・介助者派遣事業
　・盲ろう者通訳・介助者養成研修等事業

	目標値（平成２９年度）

大阪府登録通訳・介助者　　６００人

	○障がい者のＩＣＴの利用支援（自立支援課）[再掲]
	


【コラム】「合理的配慮」の普及に向けて





平成26年１月、日本は、障害者権利条約の締結国となりました。


国連総会で、障がい者に関する初めての国際条約である本条約が採択されたのが平成18年。我が国は翌平成19年に、条約の趣旨・内容に賛同する署名をしました。


　その後、条約の締結に先立ち、障がい当事者等からの意見も踏まえ、国内法の整備が推進されてきました。


障害者権利条約では、障がいに基づくあらゆる差別を禁止しています。「差別」には、合理的配慮の否定を含むことが明記されました。合理的配慮とは、「障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないもの」と規定されています。


　国内法の整備として、まず障害者基本法が平成23年に改正されました。改正法において、障がい者が日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを「社会的障壁」とし、障がい者がその除去を必要としている場合で、かつ、負担が過重でないときは、必要かつ合理的な配慮がなされなければならないと規定されました。


　大阪府でも、第４次大阪府障がい者計画において、改正障害者基本法を踏まえ、基本原則に障がい者差別の禁止と合理的配慮の追求を位置付けて、合理的配慮の考え方についての普及を図ることとしています。


平成25年4月には、府民・事業者の自主的な合理的配慮の実践につながるよう、様々な生活場面で実際に行われている障がい者に対する配慮や工夫の事例を募集して取りまとめ、「大阪府における障がい者が必要とする社会的障壁の除去のための配慮や工夫の事例について」として広く公表しています。


平成25年6月には、改正障害者基本法により基本原則として位置付けられた差別の禁止に関し、具体的な内容を規定する障害者差別解消法が成立しました（平成28年4月施行）。


同法では、不当な差別的取扱いについて国や地方公共団体等行政機関及び民間事業者の法的義務としつつ、合理的配慮については、行政機関にあっては法的義務、民間事業者については努力義務としています。これは、障がい者と相手方の関係は様々であり、求められる配慮も多種多様であることから、民間事業者については一律に法的義務とするのではなく、努力義務を課した上で、自発的な取組みを促すことが趣旨とされています（但し、雇用分野については、労働者と事業主とは雇用契約における継続的な関係にあることなどを踏まえ、障害者雇用促進法に基づき、事業主等の合理的配慮の提供が義務とされています。）。


　障害者差別解消法の成立をもって国内法の整備充実が一定なされたとし、冒頭で記したように、日本は140番目の障害者権利条約締結国となりました。


　条約や障害者差別解消法を踏まえ、まだ新しい概念である「合理的な配慮」の考え方がより普及し、社会で実践されることにより差別のない、障がいの有無に関わらずともに生きる社会の実現をめざします。
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